
第３期高知県産業振興計画の戦略（案） 
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地産 外商 
第３期計画は、 
「飛躍への挑戦」を 
新たなステージへ! 

【成果】 
地産外商が進み、長年に
わたって減少傾向にあった
各分野の産出額等が上
昇傾向に転じる 

第３期産業振興計画 

【課題】 
「地産」と「外商」の取り組
みは拡大してきたが、さらに、
より確実に「拡大再生産」
につなげられるかがこれから
のポイント 

外商 

新技術の導入等により 
地産をさらに強化！ 

全国や海外への販
路開拓等により外商
をさらに強化！ 

地産 

第１次産業から第３
次産業までの多様な
仕事を地域地域に数
多く生み出す 

「地産外商」の取り組みをさらに強化し、 
その成果をより力強く「拡大再生産」の好循環につなげることを目指す! 

強化ポイント③ 
質的な拡大再生産 

 

「起業や新事業展開の促進」 

強化ポイント② 
量的な拡大再生産 

 

「地域産業クラスターの形成」 

強化ポイント① 
時間軸的な拡大再生産 

 

「担い手の育成・確保」 

次の3つのポイントで施策を抜本強化することにより、「拡大再生産」への流れをより大きなものにしていく 

これまで 
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拡大再生産 
に向けた施策の強化 



▽高知県の年間商品販売額の推移 ▽業況判断Ｄ．Ｉ．（全産業） 

▽有効求人倍率（季節調整済み） 

● 平成14年から22年頃にかけて景気の回復の波に乗れず、全国平均 
 等に大きく引き離される状況が続いてきました 
 

● 今は、全国と同じように上がってきつつあります 

10年間で 
２割減少 

（億円） 

出典：平成19年商業統計調査（確報） 

● 人口の自然減・高齢化の進展などにより、 
 

● 平成9年から19年にかけて県内市場はどんどん縮小 

全国

出典：人口動態調査（厚生労働省）、人口移動調査（高知県）

図４   人口自然増減数
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高知県▽人口自然増減数（全国と本県との比較） 

人口が全国に15年
先行して自然減 

高知県の経済情勢 

産業振興計画 

出典：高知労働局 

出典：日銀高知支店「全国企業短期経済観測調査」（2015年12月・高知県分） 2 
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第２期産業振興計画の実行３年半の取り組み総括（全体まとめ） 
 地産外商が大きく進み、長年に渡って減少傾向にあった各分野の産出額等が上昇傾向に転じてきました。また、各分野で多くの雇用が生まれ、有
効求人倍率は過去最高を更新（１．０５倍）するなど、経済全体は良い方向に向かっています。しかしながら、上昇傾向に力強さが欠ける分野や、地
産外商の成果が拡大再生産に十分につながっていない分野も見受けられます。 
 「地域地域で若者が誇りと志を持って働ける高知県」を実現するため、今後、さらなる取り組みのバージョンアップを図り、上昇傾向をさらに伸ばし、
より力強い拡大再生産のループに乗せていくことが必要です。 
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木材・木製品 
製造業出荷額等 

原木生産量 

沿岸漁業生産額 

製造品出荷額等 

観光総消費額 

県外観光客入込数 

各分野の主な指標における平成
18年を1とした増減率 

産業振興計画 

生産年齢人口が減少を続ける中、 
各指標は上昇傾向に転じる 

農業産出額 

生産年齢人口 

点線は見込値 

長年の減少傾向 
（たとえば農業産出額はH5年、製造
品出荷額等はH7から右肩下がり） 

水産加工出荷額 

食料品製造業出荷額等   

各分野の産出額等が上昇傾向に転じる（上昇傾向に力強さが欠ける分野も） 

※各分野の産出額等は 
H28.1 時点のものに更新 



景気動向と人口の社会増減の推移 
 ～過去の景気回復局面と比べても、社会減の幅は縮小～ 

14,162

14,829

14,149

12,519

11,560 11,542 11,514 11,445
11,197 

10,671
10,287

9,828

10,341
10,778

10,103
9,575 9,665

9,018 

▲ 3,491

▲ 4,542 ▲ 4,321

▲ 2,178

▲ 782

▲ 1,439
▲ 1,939 ▲ 1,780

▲ 2,179

-5,000

-3,000

-1,000

1,000

3,000

5,000

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

2006年（平成18年） 2007年（平成19年） 2008年（平成20年） 2009年（平成21年） 2010年（平成22年） 2011年（平成23年） 2012年（平成24年） 2013年（平成25年） 2014年（平成26年）

転出者数

転入者数

社会増減

（出典）高知労働局

全国の景気回復に連動し
社会減も増加

産振計画スタート以降、全国が景気回復状況下でも
社会増減は過去の同様局面の1/2程度で推移
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